
児童養護施設による家庭復帰事例への
アフターケアの実態に関する調査研究

原著

石 田 賀奈子1）・伊 藤 嘉余子2）・永 野 咲3）

1）神戸学院大学 総合リハビリテーション学部
社会リハビリテーション学科

2）大阪府立大学 准教授
3）東洋大学大学院 博士後期課程

Ⅰ．本研究の背景および目的

Ａ．本研究の背景

児童養護施設は、戦災孤児や浮浪児対策として

保護者のない児童の「衣食住を提供するための場」

として児童福祉法に規定され、戦後の歴史を始め

た児童福祉施設である。しかし、厚生労働省によ

ると、現在では保護者（両親又はひとり親）がい

ながら入所に至る児童は81．7％に上る。その入所

の背景には児童虐待の増加があり、児童養護施設

に入所する児童のうち、被虐待経験を持つ児童が

59．5％を占める現状にある［1］。

児童養護施設の家庭支援専門相談員（ファミ

リーソーシャルワーカー）は、このような状況を

受け、1999（平成11）年に乳児院を起点に配置が

はじまり、さらに2011（平成23）年には児童福祉

施設最低基準の改正に伴い配置が義務化された専

門職である。家庭支援専門相談員の業務には、虐

待等の家庭環境等の理由により入所している児童

の早期家庭復帰のための支援のほか、保護者等へ

の家庭復帰後における相談援助や退所後の児童に

対する継続的な相談も規定されている。

また、児童福祉法においても児童養護施設を退

所した者のアフターケアについては、2005（平成

17）年の改正によって児童養護施設の業務として

位置づけられている。

しかし、限られた人員配置の中、入所児童やそ

の家族の抱える複雑な課題への対応に追われる現

状においては、児童養護施設がその役割を単独で

担うのは難しい。伊藤（2010）によると、これま

［要約］児童虐待の増加、家族機能の低下が指摘されている。新しい家族支援の枠組みの中で、児童福

祉施設の機能と役割は、これまでになかった新しい役割へとシフトしつつある。

本研究では、児童養護施設から家庭復帰したケースのアフターケアについて、その現状と課題を明ら

かにすることを目的として、児童養護施設に勤務する家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワー

カー）へのインタビュー調査を実施した。

分析の結果、以下の実態及び必要な改善点が明らかとなった。（1）市町村と子どもの出身施設の連

携があまりとれていない現状、（2）入所時からの家庭復帰に向けてのアセスメントが重要であること、

（3）退所前から地域の資源に家族や子どもをつなぐ支援が必要であること。
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で施設退所者のアフターケアに関する議論の中心

は「18歳で退所（または15歳で中卒就職・退所）」

するケースのアフターケアにあったとされる

［2］。

家庭復帰支援については、乳児院では、全国乳

児福祉協議会により家庭支援専門相談員による家

族支援のガイドライン（2003）［3］、乳児院にお

けるアセスメントガイド（2013）などの指針が作

成され［4］、児童養護施設などの児童福祉施設

においても、庄司ら（2002）による被虐待児童の

保護者への援助に関するガイドラインが示されて

いる［5］。

しかし、児童と家族が再び生活を共にするよう

になることは、大きな関係性の変化をもたらす。

高橋ら（1999）の児童養護施設からの強制引き取

りに関する調査によると、児童養護施設から保護

者によって強制引き取りされた68事例のうち3割

が強引な家庭引き取り後に施設に再入所していた

ことが明らかになっている［6］。虐待の再発は

強制引き取り事例に限らない。2012年には、児童

養護施設退所後の児童が虐待により死亡するとい

う事件が大きく報道された。

児童の社会的自立による退所のみならず、児童

が元の家族に戻る形での家庭復帰ケースのアフ

ターケアについても、現状と課題を明らかにする

こと、特に児童養護施設のファミリーソーシャル

ワーカーが単独で行う支援の実態ではなく、児童

相談所および市町村との連携の現状を明らかに

し、望むべきあり方を検討することが求められて

いると考える。

Ｂ．本研究の目的

2009（平成21）年の児童福祉法改正により市町

村業務として法定された「養育支援訪問事業」で

は、支援対象の中に「施設や里親家庭から児童が

家庭復帰した家庭」が位置づけられている。制度

化から5年が経過した現在、児童養護施設から家

庭復帰した家庭に対してこの制度がどのように活

かされているのか、また、この制度は児童養護施

設と市町村との連携に向けて効果を示しているも

のなのかについて検討する必要がある。有機的な

連携を実現している事例があればその実践事例の

詳細な検討が必要であり、そうした事例がない場

合、阻害要因を検討する必要がある。

本調査では、以下の3点を明らかにすることを

目的とした。

（1）家庭復帰の形で退所した子どもやその家族

に実施した養育支援やアフターケアの実際と課題

（2）家庭復帰の形で退所した子どもやその家族

に実施した退所に向けての支援および退所後の他

機関との連携の実際と課題

（3）今後の展望

Ⅱ．調査の方法

Ａ．調査対象

児童養護施設において家庭復帰支援やアフター

ケアを担当した経験者に事例提供を依頼した。調

査対象は近畿二府四県にある児童養護施設とし

た。調査対象者は児童養護施設でのソーシャル

ワーク実践においてエキスパートとみなされる

ワーカーとし、スノーボールサンプリングで次の

条件を満たす方を抽出し、協力を依頼した。

①上司や現場経験者からエキスパートとみなされ

ていること

②これまで多くの家庭復帰ケースを担当し、経験

年数が豊富であること。経験年数の基準として

5年以上の実務経験を有すること

③普段行っている仕事を概念化し、人に伝えるこ

とができること

④自分たちの実践を明らかにしたいと考えている

こと

⑤定期的に調査を行える環境にあること

⑥詳細なインタビューに対応できること
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Ｂ．調査方法

1人1時間半～2時間程度の時間で半構造化面

接によるインタビュー調査を実施した。調査協力

者の勤務先を訪問し、施設の一室でインタビュー

を行い、プライバシーの確保に努めた。調査の趣

旨を説明し、了解を得た上でICレコーダーでの録

音を行った。調査実施時期は2012（平成24）年8

月～2013（平成25）年1月である。

倫理的配慮として、①収集した情報やデータ等

は、鍵のかかる研究室内にて厳重に保管すること、

②収集した情報やデータ等は、分析終了後は可及

的速やかに破棄すること、③調査結果の公表に際

しては、施設名や個人名等が特定されないよう格

段の配慮を行うことを調査依頼文書に明記し、調

査実施にあたって説明の上同意を得た。なお、調

査に先立ち、研究代表者の所属機関である大阪府

立大学人間社会学部・大学院人間社会学研究科研

究倫理委員会を受審の承認を得ている。

Ｃ．調査項目

調査対象となる事例は当初、①過去3年以内に

家庭復帰した養育支援訪問事業を活用している

ケース、②家庭復帰後もアフターケアが続いてい

るケース、③他機関との連携・協働体制が築けて

いると思われるケースを挙げていただけるよう依

頼した。しかし、養育支援訪問事業については対

象となった事例はないとの回答が得られたため、

①過去3年間に家庭復帰したケース、②家庭復帰

後もアフターケアが続いているケース、③他機関

との連携・協働体制が築けていると思われるケー

スを満たすケースを対象とした。対象となる事例

を選定し下記の項目についてインタビューを実施

した。

1．対象児童についての基本的属性

2．入所時の状況

3．入所中の生活状況

4．退所に向けての支援の実施状況

5．退所後の支援の実施状況

6．アフターケアについての今後の課題

7．調査協力者の基本的属性

Ｄ．分析方法

得られたデータは、大谷（2007）によるSCAT

法［7］および川喜田（1986）のKJ法［8］を

参考に分析した。具体的には、①収集したデータ

のそれぞれの事例についての語りから、家庭支援

専門相談員を軸に児童養護施設が行った支援に関

する語りを抽出（セグメント化）する、②SCAT

に基づく4ステップ・コーディング（各セグメン

トから浮かび上がる構成概念の抽出）を行う、③

浮かび上がった構成概念を、KJ法を参考にカー

ド内容の親和性を重視しながらカテゴリー化す

る、という手順で分析した。

Ⅲ．調査の結果

Ａ．調査協力者および提供事例の基本情報

インタビュー協力者の基本的属性は表1のとお

りである。5施設7名の施設職員から家庭復帰

ケース9事例についてインタビューを実施した。

各提供事例の基本情報は表2のとおりである。

今回の調査では、条件①（過去3年間に家庭復帰

したケース）であることは満たすものの、残りの

2条件（②家庭復帰後もアフターケアが続いてい

るケース、③他機関との連携・協働体制が築けて

いるケース）は満たしていない事例が2事例あっ

たが、連携の阻害要因を明らかにするうえでは必

要であると判断し、分析対象に含めた。

Ｂ．提供事例の分析結果

1．家庭引き取りプロセスのカテゴリー生成と事

例の分析

前節第4項で述べたとおりの手順で、各事例に

ついて分析を行った。事例を理解するための概念
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カテゴリーとして、「入所理由」、「家庭復帰理由」、

「連携」、「家庭の課題改善」、「本人の課題改善」、

「家庭復帰時の家庭の変化」、「退所後の見守り」の

7カテゴリーを生成した。なお、ここでの「連携」

カテゴリー概念は措置機関である児童相談所との

連携を意味するものではない。原家族が生活する

地域の社会資源、医療機関等、措置機関以外の機

関も含めた3者以上の連携を「連携」とした。こ

のカテゴリーに基づいて事例を整理した結果は次

のとおりである（表3）。

さらに、分析によって得られた表3の概念カテ

ゴリーに基づいて、入所理由と退所時の状況によ

ってタイプを分類した。退所時の状況については、

家庭復帰の理由と連携の有無に基づいて4タイプ

に分類を試みた。結果は表3－4のとおり4つの

グループに分類された。

2．タイプ別の家庭復帰判断の背景

ａ．入所理由－虐待あり：家庭復帰理由－課題の

解決・連携あり群（事例1，3）

このタイプには2事例が分類された。いずれも

身体的虐待による入所である。退所に至るまでの

過程で主たる虐待者が家庭から排除されたり、主

たる虐待者へのペアレント・トレーニングが功を

奏したりで、その結果入所前の虐待的養育環境が

改善された点が共通している。また、退所に至る

までに要保護児童対策地域協議会でのケース検討

がなされたり、児童相談所・保健センター・転入

施 設 職 種 性別 経験年数 所持資格

A施設 施設長 男性 20年以上

B施設 施設長 男性 20年以上 社会福祉士

家庭支援専門相談員 男性 15年以上
20年未満

保育士
社会福祉主事

C施設 施設長 男性 20年以上

家庭支援専門相談員 女性 20年以上 保育士

D施設 家庭支援専門相談員 女性 20年以上 保育士

E施設 家庭支援専門相談員 女性 15年以上
20年未満 教員免許

ID 性別 入所年齢 退所年齢 入所期間

1 男 保育園年中 小学校就学時 2年

2 男 中学3年生 高校1年生 1年

3 男 8歳 9歳 8ヶ月

4 男 13歳 高校1年生 2年4ヶ月

5 女 11歳 中学校進学時 1年8ヶ月

6 女 3歳 6歳 3年

7 女 2歳 6歳 4年

8 女 3歳 5歳 2年3ヶ月

9 女 6歳 高校1年生 10年

表1 インタビュー協力者の基本的属性

表2 提供された事例の基本情報
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先小学校と施設がカンファレンスを持ったりと関

係機関との綿密な連携が行われ、家庭復帰後の見

守り体制が話し合われた上での家庭引き取りとな

っている。

ｂ．入所理由－虐待あり：家庭復帰理由－親、本

人の希望・連携あり群（事例2，4，8，9）

このタイプには4事例が分類された。全ての事

例に共通するのは、保護者に精神疾患があること

である。いずれの事例もいわゆる「片付けられな

い」家族であり、ヘルパーが派遣されているにも

かかわらず改善の兆しがみられないという事例も

あった。4事例のうち3事例は子どもが高校生の

年齢になっており、子どもたちも施設での規則正

しい枠組みのある生活に適応できず強い引き取り

願望を示していた。いずれの事例も子ども本人の

課題があり、不登校、知的障害、対人関係のつま

ずきなどの課題が改善される前の家庭引き取りで

ID 入所理由 家庭復帰理由 措置機関以外
との連携

家庭の
課題改善

本人の
課題改善

家庭復帰時の
家庭の変化 退所後見守り

1 身体的虐待 母の安定
小学校入学 あり あり － あり 要対協

児家セン

2 ネグレクト
母精神疾患

母・本人の強い
希望 あり 課題あり 課題あり なし

要対協
生保CW
児家セン

3 身体的虐待 親子関係の改善 あり あり 課題あり あり 家児相
保健センター

4 ネグレクト
母精神疾患

母・本人の強い
希望 あり 課題あり 課題あり なし 復帰後再入所

5 養育困難
父母精神疾患

精神疾患の改善
本人の中学進学 あり あり あり なし

児相
家児相
学校

医療機関

6 母就労のため 小学校就学を機
に家庭引き取り なし 課題あり － あり なし

7 養育困難 県外転居を機に
家庭引き取り なし 課題あり 課題あり あり 再入所

8
乳児院より措
置変更・ネグ
レクト・母精
神疾患

母の強い希望 あり 課題あり 課題あり なし
要対協
児相
家児相
生保CW

9
ネグレクト
身体的虐待
父母精神疾患

母・本人の強い
希望 あり 課題あり 課題あり あり

要対協
児相
家児相
施設

家庭復帰の理由

課題の解決 親・本人の希望

連携あり 連携なし 連携あり 連携なし

入所理由
虐待あり 1，3 2，4，8，9

養育困難等 5 6，7

表3 概念カテゴリーに基づく事例の分類

表4 家庭復帰理由と連携有無による分類（事例番号による分類）
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あった。保護者の同意による入所であるため、家

庭の課題や本人の課題の改善がみられないまま、

親の希望による家庭引き取りとなっているところ

にいずれの事例担当者も困難を感じていた。さら

に1事例はその後児童自立支援施設への再入所と

なっている。

ｃ．入所理由－養育困難：家庭復帰理由－課題の

解決・連携あり群（事例5）

このタイプには1事例が分類された。この事例

は父母ともに精神疾患があり、児童への過剰な期

待がみられるなど親子関係に課題があった。児童

相談所、家庭児童相談室、医療機関と連携し、父

母の疾患、生活状況が落ち着いたところに子ども

が中学生になり、引き取りを希望したため退所と

なっている。退所に至るまでの連携は行われてい

たものの、退所後、家庭支援専門相談員は積極的

にアフターケアを行っていない。他の機関に見守

りの役割を託す形で施設は積極的に関与しないと

いう立場が取られていた。

ｄ．入所理由－養育困難：家庭復帰理由－親、本

人の希望・連携なし群（事例6，7）

このタイプには2事例が分類された。いずれも

措置機関である児童相談所以外の機関と施設は直

接的な協同・連携体制はなく、保護者の意向と児

童相談所の意思決定を軸に退所に向けての親子関

係調整が行われていた。家庭引き取り後のアフ

ターケアについても、児童相談所が軸となってお

り、施設内の業務と兼務しているため、外に出て

状況を把握する時間がうまくとれないという専門

職のジレンマが語られた。いずれの事例もいわゆ

る単純養護を理由とした施設入所であったが、家

庭引き取り時には母の再婚や再婚相手との間に兄

弟が生まれているなどの家庭の変化があった。1

事例は家庭引き取り後に他の児童養護施設へ再入

所、もう1事例についても退所時の条件と実際の

家庭復帰後の家庭環境に相違があり、虐待的養育

環境におかれていると思われることから再措置が

検討されているという事例であった。

2．事例を通してみた機関連携の現状

では、今回分析の対象としたそれぞれの事例に

おいて、家庭支援専門相談員は家庭復帰にいたる

までのケースマネジメントの際、どのように他機

関と連携してきたのであろうか。上記の分類をも

とに得られたコードを整理した（表3－5）。

家庭復帰の理由

課題の解決 親・本人の希望

連携あり 連携なし 連携あり 連携なし

入所理由

虐待あり

・入所時アセスメントの
重要性

・プランニングにおける
家庭復帰の位置づけ

・リービングケア段階の
多機関連携

・援助の中心のシフト

・ケース会議の開催
・児童相談所を核に
おいた支援ネット
ワーク

・地域の資源への引
き継ぎ

養育困難等
・終結を見据えた支援
・定期的な関係者会議
・援助の中心のシフト

・児童相談所との線
のつながり

・意思決定は児童相
談所

表5 家庭復帰タイプ別にみる連携の実際（事例番号による分類）
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ａ．入所理由－虐待あり：家庭復帰理由－課題の

解決・連携あり群（事例1，3）

このタイプでは、「入所時アセスメントの重要

性」、「プランニングにおける家庭復帰の位置づ

け」、「リービングケア段階の多機関連携」、「援助

の中心のシフト」というコードが分類された。

児童相談所の児童福祉司がすべてのケース情報

を把握することは困難であり、児童を受け入れて

からの連携が大切であると考えられており、「プ

ランニングにおける家庭復帰の位置づけ」を明確

にするための前提として、「入所時アセスメント

の重要性」が認識されていた。要保護児童対策地

域協議会にファミリーソーシャルワーカーが入っ

ていることで定期的な情報交換が可能となり、児

童相談所、地域、家族との関係がつながりながら

確認できるとの語りが得られた。また、家庭引き

取りは保護者の意向の変化等で急に調整が行われ

るのではなく、引き取りという支援の目標を視野

に入れてこれまで取り組んできた結果であるべき

であるという語りから、児童養護施設の役割とし

て「プランニングにおける家庭復帰の位置づけ」

が重要であると考えられていることが示唆され

た。

また、このタイプでは児童相談所が児童養護施

設に措置するに当たり、入所受け入れに係る協議

が両者間で持たれ、退所後の支援を検討する会議

において児童相談所から家庭児童相談室に担当を

移していった、という語りから、複数の機関がか

かわりながら、家族の状況に応じて「援助の中心

のシフト」が行われていたことが示唆された。

ｂ．入所理由－虐待あり：家庭復帰理由－親、本

人の希望・連携あり群（事例2，4，8，9）

このタイプでは連携のあり方として「ケース会

議の開催」、「児童相談所を核においた支援ネット

ワーク」、「地域の資源への引き継ぎ」が行われて

いた。退所に際して全てのケースの要保護児童対

策地域協議会に参加しているという家庭支援専門

相談員は、従来児童相談所と児童養護施設と市町

村の担当課で協議していたものが、保健師やホー

ムヘルパーなど多様な専門職との連携が可能にな

った、と要保護児童対策地域協議会の意義を語る。

定期的なケース会議を開催しケースマネジメント

が行われてきた。このタイプに分類された事例は、

いずれも入所理由の改善が見られないまま、子ど

も本人、家族の強い引き取り要求に応じざるを得

なくなった事例であった。そのため、学校・保育

所等の「地域の資源への引き継ぎ」も退所にあた

って必要な条件であると示唆された。

ｃ．入所理由－養育困難：家庭復帰理由－課題の

解決・連携あり群（事例5）

このタイプでは、「終結を見据えた支援」、「定

期的な関係者会議」、「援助の中心のシフト」の3

つのコードが分類された。入所の時点で家庭引き

取りという支援目標が立てられ、「定期的な関係

者会議」が重ねられる中で、措置機関の決定に基

づいて家庭復帰に向けての支援が段階的に行われ

た。また、ケースワークの過程は入所から退所に

至るまでのみではなく、入所前の在宅支援・入所

・退所後の在宅支援という一連の流れの中で、家

庭児童相談室、児童相談所、児童養護施設等が、

家族支援の中心的役割を状況に応じて交替しつつ

関わるという、タイプ①と同じ「援助の中心のシ

フト」概念が分類された。

ｄ．入所理由－養育困難：家庭復帰理由－親、本

人の希望・連携なし群（事例6，7）

このタイプで得られた概念は、「児童相談所と

の線のつながり」、「意思決定は児童相談所」、「ア

フターケアはしていない」となった。要保護児童

対策地域協議会など地域とつながった会議を持て

ない中で、家庭支援専門相談員と児童相談所はい

わば「点と点」であり、児童相談所による家族へ
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の支援と、児童養護施設における子どもの安心で

安全な育ちの場が提供されるという二者のつなが

りの中での家庭復帰支援が行われていた。また、

家庭復帰という支援方針は入所時のアセスメント

であがっているものではなく、児童相談所の方針

の変化に従って施設が家庭復帰に向けた支援にシ

フトしていくという現状が明らかとなった。また、

児童相談所以外に引き継ぎを行った機関は特にな

く、要保護児童対策地域協議会との連携もなく、

施設としても積極的にアフターケアはしない、実

施は困難であるという中での家庭復帰となってい

た。

3．アフターケアにおける機関連携の課題

次に、児童養護施設がアフターケアに取り組む

にあたって感じる機関連携の課題について、入所

理由－家庭復帰理由のタイプごとにコードを分類

した（表6）。

ａ．入所理由－虐待あり：家庭復帰理由－課題の

解決・連携あり群（事例1，3）

ここでは、「見守りの役割分担」、「市町村の機

能向上」の2つのコードが分類された。要保護児

童対策地域協議会が機能しており、地域に戻った

後のサポートネットワークの構築が可能な素地は

あるものの、児童相談所、市家庭児童相談室、児

童養護施設のどこが主体となって関わるかについ

ては前述の「援助の中心のシフト」が円滑に行え

る事例ばかりではなく、未整理な部分があること

が示唆された。また、児童相談所が十分に役割を

遂行するために、市町村の相談機能がより向上す

ることを児童養護施設は期待しており、児童相談

所、市町村、児童養護施設が連携していくために

はさらなる「市町村の機能向上」を期待している

ことが示唆された。

ｂ．入所理由－虐待あり：家庭復帰理由－親、本

人の希望・連携あり群（事例2，4，8，9）

ここでは、「保護者の施設への感情」、「機関同

士の認識のずれ」、「市町村の課題」、「相談できる

場所が見えない」、の4つのコードが分類された。

ここに分類された事例はいずれも本人・保護者

からの強い要求で家庭復帰しており児童養護施設

との関係も退所時には関係が良好ではない場合が

多い。また、退所後も施設との関係を持ち続けた

くないという保護者の思いを考えると、児童養護

家庭復帰の理由

課題の解決 親・本人の希望

連携あり 連携なし 連携あり 連携なし

入所理由

虐待あり ・見守りの役割分担
・市町村の機能向上

・保護者の施設への
感情

・機関同士の認識の
ずれ

・市町村の課題
・相談できる場所が
見えない

養育困難等

・機関同士の考え方
の相違

・退所後支援の中心
機関が不明確

・アウトリーチのし
にくさ

・施設でのケースマネジ
メントの課題

・児童相談所との役割分
担

・保護者の感情への配慮
・兼任の課題

表6 家庭復帰タイプ別にみるアフターケアの課題（事例番号による分類）
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施設の介入はどこまで続けるべきかと苦慮してい

ることが読み取れた。アフターケアを行うという

児童養護施設に求められている役割より「保護者

の施設への感情」への配慮を行い、他の機関が引

き続き関わっていってくれることを期待する語り

が得られた。

家庭復帰の判断においても、精神疾患や知的障

害など養育上の課題のある家族への支援にはどの

機関も苦慮しており、市や児童相談所の担当者が

変わる中で「機関同士の認識のずれ」が起き、方

針に変更が生じて家庭復帰へと進まざるを得なか

った可能性が読み取れた。

また、要保護児童対策地域協議会などで定期的

に市町村と会議を持っていても、地域で生活する

要保護児童が施設に措置されると市町村の関わり

が途絶えてしまう現状があり、家庭復帰に当たっ

ては「市町村の課題」とがあると考えられている

ことが示された。ゆえに、児童養護施設に入所し

た児童が再び地域に戻った時に、家族や児童がそ

の地域の一員として受け入れられる素地はあるの

かという疑問が語りの中で得られた。

家庭復帰後、措置機関である児童相談所や措置

解除された児童養護施設から相談の窓口がどこか

に引き継がれるべきであるが、家庭復帰後の相談

の中心的存在が不明確であり、家庭復帰後、家族

が何らかの困難に直面したときに相談につながり

にくいことが語られた。家族が困難を感じながら

も「相談できる場所が見えない」まま状況が悪化

してしまうなどの不安を感じながら地域に帰して

いる可能性が示唆された。

ｃ．入所理由－養育困難：家庭復帰理由－課題の

解決・連携あり群（事例5）

ここでは、「機関同士の考え方の相違」、「退所

後支援の中心機関が不明確」、「アウトリーチのし

にくさ」の3つのコードが分類された。

「機関同士の考え方の相違」では、関係機関と

の家族関係調整の姿勢の違いに戸惑いを覚えてい

る現状が示唆された。家庭復帰後の生活に課題を

感じる家族についても児童養護施設としては関係

機関、あるいは家族や児童本人からの連絡や相談

を待つしかないこと、それがあって初めて動けて

いる現状にあることが語りから得られた。「退所

後支援の中心機関が不明確」では、ファミリーソー

シャルワーカーは、児童相談所等に主導権を担う

ことを期待し、施設に措置されたケースに限らず、

児童養護施設が要保護児童対策地域協議会の中に

参画することで地域での子育てを支援するのが役

割であると考えていることが示唆された。家庭復

帰後の児童養護施設によるアフターケアを行う上

では、退所後も児童養護施設と関わり続けたいと

いうニーズがない中で、積極的な介入はしにくく、

「アウトリーチのしにくさ」を感じていることが

示された。

ｄ．入所理由－養育困難：家庭復帰理由－親、本

人の希望・連携なし群（事例8，9）

ここでは、「施設でのケースマネジメントの課

題」、「児童相談所との役割分担」、「保護者の感情

への配慮」、「兼任の課題」の4つのコードが分類

された。

入所時のアセスメントおよびプランニングの中

で家庭引き取りに向けた支援計画が立てられてい

ない中、児童相談所が家庭引き取りを決定した事

例であったが、面会、外出、長期外泊等が段階的

に行われることのないままの家庭引き取りとなっ

ていた。また、家庭引き取りを最終目標としてそ

うした段階的な家族関係調整とその評価が必要で

あると理解はされているものの、実際は数回の1

時間程度の面会を通して親子関係の確認を行わざ

るを得ない現状に「施設でのケースマネジメント

の課題」があることが示された。さらに、家庭引

き取り後の地域との連携については児童相談所が

実施しており児童養護施設には見えない部分で進
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められているものであり、入所中の子どもの安心

で安全な生活の保障は施設が中心となって担うも

のの、「児童相談所との役割分担」では措置解除

後の家族への関わりは児童相談所の役割であると

いう期待のもと取り組まれていることが示唆され

た。

こうした役割分担を取っている背景には、「保

護者の感情への配慮」が積極的な介入をためらわ

せている現状が明らかとなった。ファミリーソー

シャルワーカーとしては児童相談所や児童養護施

設以外の相談できる場所を用意することが必要で

あると考えていることが示された。また、相談を

待つだけではなくアウトリーチ型の支援に取り組

みたいという思いはあるものの児童の日常生活の

直接処遇にも携わっている現状から、ファミリー

ソーシャルワーカーの感じるジレンマが「兼任の

課題」として語られた。

Ⅳ．調査結果の考察

Ａ．家庭復帰支援の困難さ

厚生労働省（前出）の調査によると、児童養護

施設入所児童の平均在所期間は4．6年となってい

る。今回の調査はわずか9事例の分析なので一般

化できないとはいえ、1事例を除き全て平均在所

年数より短い期間に家庭引き取りが行われてい

る。特に、家庭復帰の理由が「親、本人の希望」

群は、問題の解決が見られないまま家庭復帰とな

っている。虐待による入所事例での再入所だけで

はなく、養育困難を入所理由とする事例において

も、家庭復帰後、家族再統合に不調をきたし、再

措置されている事例も見られた。

また、家庭復帰に向けて関係機関同士の十分な

協議が行われないまま、あるいは家族の状況につ

いての認識に相違が残ったまま家庭復帰に至って

いる現状があり、安全な状況での家庭復帰の実現

と安定した家族関係の維持には課題が残ることが

示唆された。

Ｂ．家庭復帰支援に対応する児童養護施設の課題

9事例の分析の結果、入所時のアセスメントが

家庭復帰に向けた支援を行う上で重要であること

が確認できた。それらが十分なされていない事例

においては、措置機関である児童相談所より家庭

復帰の方向性が示されてから家族関係調整を手が

けるものの、家庭支援専門相談員自身が十分でな

いと考えている段階での家庭復帰となるケースも

あることが示された。その後、気がかりになりつ

つも入所してくる児童、現在入所している児童へ

のソーシャルワークに手一杯で十分なアフターケ

アが行えない、という現状が明らかとなった。以

上の結果から、入所段階での児童相談所からの情

報提供が十分になされること、必要に応じてアウ

トリーチできる勤務体制づくりなどが、安全な家

庭復帰に向けた支援を開始するためには非常に重

要であることが確認された。

Ｃ．養育支援訪問事業活用に向けた期待

2005（平成17）年の児童福祉法改正によって、

児童養護施設を退所した児童のアフターケアは児

童養護施設の業務のひとつとして位置づけられ

た。

しかし、本調査で得られた事例の分析を通して、

退所後の家族の心情としては児童相談所や児童養

護施設と接触を避ける傾向にあると考えられた。

特に課題が解決されないまま家庭復帰となった

ケースほど措置に関わった機関や施設に相談しに

くさを感じていると考えられ、より身近に相談で

きる別の場所が必要であることが示唆された。

実際には養育支援訪問事業を始め、家庭復帰後

の地域で家族関係の調整に働きかける専門職は不

在で、必要な時に相談につながることができない

現実が示された。実際に家族再統合に向けて家庭

復帰後も引き続き関わる機関が整備されること、
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援助の中心が徐々に地域の機関に移行できるよう

入所中からつながりを持てるように支援すること

などが必要である。

Ⅴ．今後の課題

調査の結果から得られた必要な視点および現在

の課題を図1の通りまとめた。

Ａ．「面の連携」を組むシステムの構築の必要性

調査の結果、市町村と児童の出身施設の連携が

あまり取れていない現状が明らかとなった。不適

切な養育環境にあった子どもたちに、安心で安全

な養育環境を保障し、子どもたちのケアに携わる

傍ら、親支援にも向き合うために、児童養護施設

には直接処遇職員のほか、家庭支援専門相談員や

心理療法担当職員など、専門的支援を行う職種が

配置されている。しかし、施設単独あるいは児童

相談所との線上の連携では、家族が再び地域で自

立した生活を営むのを支えていくには限界があ

る。様々な機関の協働を基本とした面の連携、面

の支援体制を組むシステムが必要である。市町村

の養育支援訪問事業につながっていくことを想定

しつつ、児童相談所の児童福祉司、及び児童福祉

施設のファミリーソーシャルワーカーが要保護児

童対策地域協議会に参加し、入所の時点から情報

共有を密に取り合えるネットワークの構築が求め

られる。

Ｂ．入所時からの十分な情報収集と家庭復帰に向

けてのアセスメントの実施

児童虐待相談件数の増加を受け、児童相談所の

一時保護所で対応しきれない児童が一時保護委託

からそのまま入所とつながっていくケースも増え

ていく中、施設内ケースマネジメントが円滑に行

えるよう、入所時にアセスメントのために必要な

情報が施設に提供されるような仕組みが必要であ

る。また、ファミリーソーシャルワーカーが業務

に専念でき、必要に応じてアウトリーチできる勤

務形態の整備も必要である。何より、家族や児童

本人への十分な説明が行われ、家庭復帰に向けた

課題の解決に家族がともに取り組むことができる

支援体制の構築が必要であろう。

Ｃ．地域の資源に家族や子どもを「つなぐ支援」

の必要性

調査の結果、家族や本人の意向が強く、課題の

解決が見られないまま家庭復帰する状況は決して

少なくなく、その後家族関係が再び悪化し、再入

所に至っているという現状が明らかとなった。こ

うした状況を防ぐためには、本人や家族を中心に

据え、課題の整理や目標の確認ができるような支

援体制を、ファミリーソーシャルワーカー、児童

福祉司が協同して築くことが必要である。特に、

家族が地域に戻った際、相談できる場所が明確に

示されていないこと、また、そうした機関とつな

がらないまま再び生活していく現状は、状況がよ

り深刻化し、再入所につながる可能性もはらんで

おり、改善すべき大きな課題である。

しかしこれは、市町村の行う養育支援訪問事業

だけにアフターケアの役割を期待することを意味

しない。市町村による養育支援訪問事業の中に、

虐待再発の予防・要保護問題再発の予防といった

視点が根付き、市町村・児童相談所・児童養護施

設の連携が成熟すること、支援の連続性が損なわ

れず、子どもの生活の場の変遷に常にソーシャル

ワーカーが寄り添うことのできる支援の在り方の

検討が今後の課題である。

地域に子どもと家族を受け止めるネットワーク

が構築されており、いずれ地域に帰る存在として、

施設入所中からネットワークの中で情報共有され

ていることが、施設内でのソーシャルワークの役

割強化にもつながると考えられる。児童養護施設

措置後も要保護児童対策地域協議会に必ずあがる
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仕組みづくり、そこに児童相談所、市町村、児童

養護施設が参画する仕組みづくりが必要と考え

る。
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Astudyonthecurrentstateandtheproblem
offamilysupportforResidentialChildCare
Leaverswhoreturnedtotheirfamily

KanakoIshida
DepartmentofSocialRehabilitation
FacultyofRehabilitation
KobeGakuinUniversity

ThemajorshiftintheroleandthefunctionofResidentialCareInstitutionforchildrenhastakenplace
alongwiththeincreaseinthenumberofChildMaltreatmentcasesandthedecreaseinthefamilyfunc-
tioning.
ThePurposeofourstudyistoclarifythecurrentstateandtheproblem offamilysupportforResi-

dentialChildCareLeaverswhoreturnedtotheirfamilybyintensivelyinterviewingfamilysocialworkers
consideredasexperts.
Theresultsofanalysisidentifiedtheseactualconditionsandspecificneeds.
(1)ThelackofthecooperationwithfamilysocialworkerofResidentialCareHomeandmunicipalstaff.
(2)TheimportanceofcarefulassessmentforchildrenattheoccasiontoadmittoResidentialCareHome.
(3)Linkingchildandtheirfamilywithregionalresourcesforpreventingtheirisolation.

KeyWords:ResidentialCareHomeforChildren,Familyreunification,Familysocialworker,
Multi-disciplinaryteamapproach,Childmaltreatment
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